










1は ・じ め に
日本 において国会で1997年6月 に可決 され,1998年 か ら実施 される地方自治体監査の外部委
託監査は,現 在もなおその目的や内容が不明確のままであり,現 場の公認会計士 ・税理士 ・弁
護士の間に混乱が予想 されるものである。特に公認会計士にとっては,こ の監査を財務諸表監
査の延長 として とらえるべきか,そ れ ともまった く異なった新分野のもの として とらえるべき
か非常に難 しい問題を投 げか けることになった。地方自治体監査における外部委託監査の市場
は,財 務諸表監査のように公認会計士による独占を認められていない。税理士や弁護士との競
争 を余儀無 くされるということは,税 務 ・経営コンサルティング ・不動産業務 に類似 した点が
あることになる。 しかしこの新 しい市場 は,納 税者に対する会計責任の明確化 と会計の信頼性
の保証を目的 とすると,や はり財務諸表監査的な性格を持つ ということになる。 この場合に生
じる最大の問題は,税 理士や弁護士の監査 との保証水準の整合性であろう。
地方自治体監査における外部委託監査は,ド イツにおいても1994年 か らヘッセン州で始めて
実施され々。 ここにおける監査の位置づけは,財 務監査 というよりは,経 営の効率化や節約可
能性の提示を前面に押 し出した経営監査的な側面を持つ0ま たその内容については,納 税者で
ある地域住民の意思をで きるだけ反映したものにしようとする意図が うかがえる。これは,地
方自治体監査における外部委託監査の一つの方向性を示す興味深い実例 と言うことができよう。
本小稿の目的は,こ の ドイツにおける新 しい試みについて詳 しく検討することにより,日 本の
制度の将来に資する点がないかを吟味す ることにある。
IIド イツにおける地方自治体監査
ドイヅにおける地方 自治体監査 は,原 則的には地域監査(6rtlichPrUfung)と 広域地域監査
(Uber6rtlichPrUfung)に 大 きく分けられる。前者 は,市 ・町・村における予算の執行状況と会
計責任の所在 を明 うかにすることを主な任務 と、した ものであ り・後者 は・州政府に委託された
機関による各市 ・町 ・村の自治体業務の改善を目指 したもの と解釈できる。地域監査の監査機
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関は,原 則 として各市 ・町 ・村の会計監査局(RechnungsprUfungsamt)と 考えることができる
(1)
が,広 域地域監査の監査機関は,そ の歴史的経緯を踏 まえて州 ごとにかな り異なっている。
まず旧東 ドイツの諸州では,現 在広域地域監査が行われていないチュー リング州を除 き,全
て州の会計検査院(Landesrechnungshof)が 担当している。旧西 ドイツの諸州で もライ ンラン
ト・ファルツ州およびシュレスビィヒ・ホルシュタイン州では,州 の会計検査院がその任 に当
たっている。 また第二次世界大戦以前からのプロイセン法の影響を受 けた,ノ ル トライン ・ベ
ス トファレン州 ・ニーダザクセン州は,1957年 に住民投票で ドイツに復帰 したザーラント州 と
ともに,州 政府の直属機関である地方自治体監査局が広域地域監査を担当 している。その一方
でバーゲン ・ビュルテンブルク州のように,広 域地域監査の機関 として1934年 に公法による地
方自治体監査のための法人(GemeindeprUfungsanstalt)を 選択 し現在 に到 っているもの もあ
る。さらにバイエル ン州では,1922年 に創立 された公法 による自律組織バイエル ン監査連盟
(BayerischenPrUfungsverbanddes6ffentllichKassen)が,現在 もなお連盟に参加 している.
地方自治体 ゐ広域地域監査を担当している。例外的にハ ンブルクやブレーメンのような旧ハ ン
ザ都市やベル リンのように,州 相当都市(Staatstadt)と しての自治権 を認 められている都市で
は,地 域監査 と広域地域監査は,と もに会計検査院の担当になっている。
この中でヘッセ ン州 は,唯 一旧西 ドイツにある州では,最 近まで広域地域監査を行 っていな
かった。しかし1993年12月22日 にヘ ッセン州における地方 自治体の広域地域監査に関する法律
が制定 され,始 めて広域地域監査の実施が行われるに到った。ヘ ッセン州における広域地域監
査は,州 の会計検査院によって行われることになっているが,'実 際の監査は,外 部の経済監査
士会社や経営コンサルティング会社 に委託される。会計検査院の広域地域監査担当者 も僅か5
名 とたいへん小規模で,そ の職務は,主 に監査テーマの設定・入札 による外部の委託者の選定 ・
監査結果の検討 ・地方自治体への監査結果の伝達な ど広域地域監査の運営 を監督するにとどま
っている。
IIIヘ ッセン州における広域地域監査の歴史
第二次世界大戦以前,現 在のヘ ッセン州でプロイセンに所属 していないヘ ッセン大公領内で
②
は,1879年 に大公直属であるが行政 と独立 した上級会計検査院(Oberrechnungskammer)が 設
立され,広 域地域監査を行 って きた。 この上級会計検査院の機能 は,1937年 以降州の行政機関
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れた。 また現在のヘッセン州でプロイセンに所属していた部分では,1932年 に州の条例 によっ
て広域地域監査が定 められ,形 式的 に監査は監査連盟に委ね られたが,実 質的には州の行政機
関の強い支配下に置かれた。そ して1933年 には州における地方自治体 の管轄官庁に広域地域監
査の権限が移管されて,権 限の集中化が図 られた。
第二次世界大戦以後,広 域地域監査の制度化が何度か試み られ,1986年 にその担い手 となる
(4)
州会計検査院が新たに設立 された。 しかし広域地域監査の本格的稼働 は,1993年12月22日 のヘ
ッセン州における地方自治体の広域地域監査に関する法律制定を待 ってよう「や く始まった。法
律制定のきっかけは,ど この国で も同じような,あ る郡で起 きた汚職事件である。 ドイツの郡
は,日 本ではほぼ県 に相 当する行政単位 と考えてもよい。法案審議にあた り最 初のうちは,広
域地域監査の担 当機関として,州 の会計検査院の利用 とバイエル ン州のような監査連盟の設立
⑤
が考慮された。そしてその折衷案 として,州 の会計検査院の中に地方自治体連盟の代表 も参加
(6)す
る公法上の機関を設置することが法案 として提案された。最終的にはこの折衷案は採用され
ず,広 域地域監査の目的を当初の正規性監査(Ordnungsmaβigkeitpr茸fupg)に まで広げず,経 済









もよい。例えば,第 一次世界大戦後のイ ンフレによる混乱をきっかけに,バ イエルンで広域地
域監査の担い手 となるバイエル ン監査連盟が設立された。また1930年 代の経済危機 をきっかけ
に広域地域監査の必要性が痛切に認識 され,バ ーゲン ・ビュルテンベルクでは地方自治体監査
のための法人が設立 され現在 に到っている。 そして長 く広域地域監査が不在であったヘ ッセン
州において も,近 年 の景気後退 とそれに伴 う地方財政の窮迫をきっかけに,新 しい形の広域地
oの域監査


























ここで①③④ については,最 低5年 ごとに監査されることが義務づけられている。 これ以外
については監査の対象の範囲や間隔は,会 計検査院長の責任 と裁量 に任されている。広域地域
監査が始 まった1994年 か ら最初の2年 で,239市 ・町 ・村,全 ての郡,.全ての福祉互助金庫およ
び付属福祉互助金庫,二 つの大地方公共団体が監査 の対象とされている。
2.監 査人
ヘ ッセン州における広域地域監査の最大の特色は,監 査が第三者 に委託 されることである。
この第三者 とは条文で具体的に経済監査士 と経済監査士会社 と示 され,そ れ以外の第三者は条
文 では明記 されていない。 しか し経営コンサルティング会社が この中に含 まれることは自明の
理 と考 えられる。 このため表1に 示 されているように,ヘ ッセン州の広域地域監査 に携わって
いる専任職員の数 は,ド イツの州の中では5人 と最 も少な く,そ の予算 も,1995年 度で536万 ド
イツマル クに過 ぎない。対住民比の予算で見ると,シ ュレスビッヒ ・ホルシュタイン州 とニー
ダーザクセン州の次に少な く,対 被監査地方自治体予算総額比で見ると,ニ ーダーザクセン州
の次 に少ない ことにな る。監査契約の総額 は,1994年 度300万 ドイツマルク弱であったものが,
1995年 度 には700万 ドイツマル ク弱に跳ね上がった。しか しその後1996年 度 ・1997年度 ・1998年
度 とも400万 ドイツマルクと安定 している。
また広域地域監査が委託 される第三者の選択は,各 監査テーマにより公募入札 により行われ
ている。一つのテーマによる監査プロジェク トが,最 終報告書の作成を含めて完全に終了する
までの平均期間は当初ほぼ一年であったが,最 近では450日 とな り長期化の傾向が見 られる。監
査期間が もっとも長か ったものは,市 ・町 ・村が保 有する消防車 と消防機材に関する相互比較
監査であ り,約800日 にも渡っている。広域地域監査が開始されて約2年 半後の1996年8月 の時
(203)ド イツのヘ ッセン州における地方 自治体 の外部委託監査203
表1ド イツにおける広地地域監 査(1994-1995)




















バーデンビュルテンベル ク 10,247,5151,337 約58,000 168 22.75
バイエルン 11,888,9251,242 54,700 106 19.34
ブランデンブルク 2,533,241 18 13,089 14
ヘ ッ セ ン 5,969,442 816 35,806 5 5.36
メ ッケンブルクフォーポメル ン 1,836,996 415 6
ノル トラインベス トファレン 17,779,202 614 106,646 216 34.37
ニーダーザクセン 7,680,426 151 44,492 120 約5.00
ラインラン トファル ツ 3,937,555 143 14,767 17
ザ ー ラ ン ト 1,083,199 88 3,135 15 1.40
ザクセン 4,595,99( 806 20,449 58 7.48
ザクセンアンハル ト 2,769,312 60 16
シ ュ レ ス ビ ッ ヒ ホ ル シ ュ タ イ ン 2,699,167 43 約9,200 9 1.4




点で,延 べ11人 の委託監 査人,29件 の監 査 テーマ,346件 の個々 の調 査項 目に渡 って監 査 は行わ
れてお り,現 在 で は継 続 中の監査 テーマの数 は延 べ40件 以 上 に拡大 してい る。委託監 査人 に関
して は,ア ーサ ー ・ア ンダーセ ンの ような国際 的会計事務所 もあれ ば経済監 査士個人 へ の委託
もあ る。 また経営 コンサル テ ィング会社 へ の委託 も2件 含 まれ てい る。
Vヘ ッ セ ン 州 に お け る 広 域 地 域 監 査 の 任 務
ヘ ッセ ン州 にお ける広域地域 監査 に関す る法律 に よれ ば,監 査 は,具 体 的 に次 の点 に特 に留
意 すべ き こと としてい る。
① 歳入 の手続 に関す る原則 が遵守 されて い るか。
② 組織 が 目的 にかな った もので,人 事 配置 も適 切 に評価 され た もの か。
③ 公共投 資 において は,・将 来の需要 を見越 した もの であ り,計 画 ・実行 が無駄無 く経済的
に行われ るよ うな,効 率性 の基準 の枠 組 みを満 た した もの か。





⑤ 資金の運用が,市 場動向を反映 した適正なものか
⑥ 任意業務の規模が効率性を有 してお り,よ り重要な法的契約的な義務の執行を停滞 させ
ていないか。
⑦ コス トがかさみ非効率的な業務を別の法的形態で行なった方が良いかそれ とも外部 に委
託 した方が良いか。
⑧ ・全般的財政状況や負債の状況か ら将来の財政政策の変換 を助言 した方が良いか。
⑨ 出納業務な どのEDP監 査
この法律では,以 上の点 に特に注意を払 うことを喚起 しながら,被 監査地方 自治体の自治管
理が適法に行われ,他 と比較 して適正で経済的に運営 されていることを監査するとしている。
上のように監査重要項目を羅列する目的は,監 査対象の数の多さと監査予算の制約か ら,全 て
の監査対象お よび全ての分野に渡 る監査は不可能であり,監 査分野の重点化 と監査テーマの厳
密な選択が必要不可欠 となるか らである。 その意味で当然ながら,空 雇用 ・空出張に始 まる自
治体職員の不正 ・汚職 ・贈賄の発見 は,広 域地域監査の任務ではないことになる。つまり広域
地域監査の目的は,被 監査地方自治体の弱点や短所の指摘 とそれを取 り除 くための助言 をする
ことにある。ヘ ッセン州の広域地域監査 は,相 互比較監査(VergleichendePrUfung)を もとに
ω
した経済性監査 として特徴づけられる。 しかし経済性監査は,他 の州で も行われている所があ
q3}
るため,む しろ指標などを使 った相互比較監査の側面 こそが特色 として相応 しいことになる。
uo
ヘッセン州の広域地域監査の任務 について,フ ランクフル ト大学の行政法の教授メイヤーは,
法律の条文 から適法性(Regelmaβigkeit)・ 適正性(Sachgerechtigkeit)・ 経済性(Wirtschaftli-
chkeit)と いう三つの観点の重視 ということが理解できるが,む しろ地域住民の利害を代表 して
いるか否か という観点の方が重要であるとする。またメイヤーによれば,特 に法案審議の過程
で経済性監査が最重視 されていたにもかかわ らず,適 法性の概念を挿入せざるをえなくなった
のは,適 法性の基準無 しでは経済性 の基準を考えることができず,適 法性を犠牲 にした経済的
な自治管理 は理解が困難であるためであるとしている。
Us》
マンハイム大学のプロイニ ッヒとアイヒホル ンは,ヘ ッセン州の広域地域監査で重視 されて
いるのは,正 規性(Ordnungslhaβigkeit)と 経済性であり,こ の二つの概念は,相 互に区別して
議論す ることが困難だ とする。彼らによれば,地 方 自治体における経済性 とは,倫 理性 とは区
別 され る物質的正規性 を意味 し,拡 大 された正規性 と解釈 されるとしている。これに対 してへ
U5
ッセン会計検査院長の ミュラーは,ヘ ッセン州の広域地域監査は,適 正性 と経済性の観点から
行われ ることを特色 とするとして,正 規性監査については深 い言及 を避けている。会計検査院
(12)Ebd.,S.6、







広域地域監査運営部長のヒルパー トも,広 域地域監査では適法性監査や正規性監査 よりむしろ,
適正性監査 と経済性監査 こそが重視され るべきであるとしている。そして彼は,ヘ ッセン州の
広域地域監査の特色を相互比較監査 と特色づけ,適 法性監査 はその種の監査には入 らないとし
てし)る。さらに彼は,行 政法学者が関心を示 しそうな行政手続の適法性 について詳細 な監査を
することを避けるように求めている。
ここに示 した一連の議論で問題 となっていることは,広 域地域監査ゐ内容を適法性 さらには
正規性 とすることにより,ド イツ基本法で保証された被監査地方自治体の自治権を干渉する可
能性が出て くることである。そのため法案の審議の過程で,す でに述べたように正規性 という
言葉は少な くとも排除 されることになった。 しか しメイヤーやアイヒホルンの議論 に見 られる
ように,適 法性や正規性の概念を無視 して経済性 の定義をすることは困難である。 また他の州
u帥
の広域地域監査の内容を見ると,適 法性監査や正規性監査がむしろ全般的である。経済性監査
の側面のみを強調 しようとするヘ ッセン会計検査院の関係者の意見は,む しろ広域地域監査導
入において,ヘ ッセン州 に所属する地方自治体の強い警戒心が反映された もの とも言えよう。
VIヘ ッセン州における広域地域監査の手続と特色
ヘ ッセン州の広域地域監査 の手順 を簡単にまとめると次のようになる。









① の監査テーマの決定については,第4章 で述べた9っ の重点項 目に従って会計検査院が決
定する。監査テーマの決定権 は,会 計検査院のみにあるが,テ ーマの選択に関しては,報 道機
関の報道や全般的公開報告書の内容に影響される。しかしそれ以外に も,住 民の不満や地方自
治体の会計監査局 ・地方自治体連盟 ・地方自治体の監督機関 ・地方公共団体 ・諮問委員会の要
望 も反映 されなければならない。
② に関 しては,資 格 のある者に自由に応募が認め られている。会計検査院の審査により振 り
分 けが行われ,最 終選考の際 に45分 から1時 間のヒアリングが行なわれ,価 格的 ・内容的にも
(17>B.Hilpert,a.a.0.,S.6.
U8)加 藤 達 彦 稿 同 上193頁
206『 明大商学論叢』第81巻 第1・2号(206)
U9
最 も相応 しい委託者が決定 される。1998年 度 を例にとると,公 募入札に関心を示 した者の数70,
申込が認め られた者の数20,認 められなかった者の数20で あり,申 込が認 められた者全員 に対
してヒア リングが行われた。⑤に関しては,地 方自治体の会計監査局による地域監査 との重複
は避 けられなければならない。 また被監査地方自治体は,広 域地域監査の監査人の求めに応じ
て監査資料 を提供する義務 を負 う。⑥ に関して重要なことは,相 互比較監査の観点か ら,数 字
や指標などを使 った被監査自治体間における相対分析 を行 うことが中心 どなる。⑦の最終弁論
は,被 監査地方自治体 ・監査人 ・会計検査院長が一同に会 して行われるべきものである。⑧に
⑳
関して は,監 査人が提出した最終報告書の草案をもとに会計検査院院長が作成する。 この報告
書 は,各 地方自治体の監督官庁のみならず,議 会 ・議会各会派 にも送 られるべきとしている。
⑨ は,日 本の会計検査院の作成する公開年次報告書 「決算検査報告」 と同様な ものと解する
ことができ,州 議会および州政府 に提出される。 しかしこの報告書の作成状況 を見ると,第1
回報告書 は1994年1月 から1995年6月 分,第2回 は1995年7月 か ら12月分,第3回 は1997年3
月の特別報告書,第4回 は1996年1月 から12月分,第5回 は1997年1月 か ら6月 分,第6回 は ・
1998年9月 に発行 された特別報告書 と言うように,半 期報告書 とも年次報告書 とも言 えない状
況が続いている。監査報告書の形式は,監 査の性格上長文武であり,一 定の雛形があるわ けで
はない。全般的要約報告書の形式を見 ると,最 初に被監査対象 ・監査人 ・監査結果の要約 ・監
査の目的 ・行った監査の概要が記載 される。そして詳 しい分析に入 り,最 後 に節約可能性 と可
能額の指摘がある とい う形式が比較的多い。
監査の手順からも,広 域地域監査の任務 は,地 域監査の繰 り返 しでは決 してないことが理解
で きる。ヘッセン州の例を念頭にお くと,広 域地域監査 とは,基 本的には多数の地方自治体の
水平比較 に代表 される,幅 広い視野 に立った被監査地方自治体への経済性 ・効率性改善のため
の助言 ・勧告 と解釈す ることができる。 この助言 ・勧告を受け入れるか否かは,全 て被監査地
方 自治体の裁量 に任される。会計検査院には,広 域地域監査で指摘された点に関して被監査地
方 自治体 を罰する権限 は一切持ち合わせていない。つまりその場で違法性が指摘 された場合に
は,そ の地方自治体の監督官庁が直接制裁 ・改善指導を行 う。会計検査院は,改 善が得 られな
い自治体 に対 して再度監査 を実施できる権限を有す るにすぎない。 また改善 された点について,
再度監査を行 う権限も保持 している。広域地域監査のこのような側面は,被 監査地方地方自治
体 の自治権に干渉 しないという配慮があることに求 められよう。
ヘ ッセ ン州の広域地域監査では,納 税者に対する会計責任の明確化 はその任務 でな く,そ れ
は各市 ・町 ・村の会計監査局にある。 これは,ヘ ッセン州において特別なものであるわけでは
なく,ド イツにおける広域地域監査全体の特色 と言える。そのため会計の信頼性の保証や誤謬
や不正 の摘発の責任も,会 計監査局 もしくは州の内務省のような地方自治体の管轄機関にある。




化を目的 とした経営監査的な要素が強い。ヘ ッセン州では監査 を委託された経済監査士の責任
は,そ の契約 を履行する上での民法上の責任を負うだけであり,そ れ以外の公法上の責任は一
切無い ということにも触れておかなければならない。
VIIヘ ッセン州における広域地域監査の内容
ヘッセ ン州の広域地域監査で,現 在 までに実施完了 している監査 テーマは次の通 りである。
① オ ッペ ンハイム郡の建築に関する行政手続の正規性 と経済性
② 住宅公社の業務 に関する12都 市の相互比較
③ 廃棄物処理の組織 ・経済性および廃棄物処理料金の計算方法 と徴収の適法性 ・正規性に
関する7つ の郡の相互比較
④ フランクフル ト地域公団の廃棄物処理
⑤ 公共交通機関の供給状況 ・経営 ・経済性に関する5都 市の相互比較
⑥ 無資格者 に割 り当てられた住宅料金な どの徴収状況 に関する23市 ・町 ・村の相互比較
⑦ 建築許可に要する期間から見た管轄機関の組織 ・経済性に関する10都 市の相互比較
⑧ 清掃作業の業務 ・組織 ・人事厚生 ・経済性に関する25市 ・町 ・村の相互比較
⑨ フランクフル ト市 とカッセル市における財政再建政策 に関する監査
⑩ 資金の運用に関する42市 ・町 ・村の相互比較
⑪ 生活保護 に関す る8郡 ・3郡 代表都市 ・2特 別都市の相互比較
⑫ 財政の効率性に関する21市 ・町 ・村の相互比較
⑬ リュセルハイムのホール と屋外プールの改装 に関する監査
⑭ カルベ ン市の土地契約に関する監査
⑮ ヘ ッセン州社会福祉事業団に属する8精 神病院の相互比較
⑯17下 水公団の建設手続に関する相互比較
⑰20市 ・町 ・村が保有する消防車と消火機材に関する相互比較









⑳52都 市の資金運用 ・海外投資に関す る相互比較
これ らの監査では,経 済性監査 と効率性監査 を中心に行い,節 約可能性の指摘 さらには具体
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⑳
的な節約可能額の提示 まで行 っている。例 えば③④の廃棄物処理の監査および⑧の清掃業務に
ついての監査については,両者 ともそれぞれ500万 ドイツマルクを越える節約可能額の提示がさ
Ωヨ》




これ らの監査 テーマの内容についてさらに詳 しく見ると,⑦ の建築認可業務の監査 について
⑫5
は,10都 市における簡略手続 と通常手続の必要日数の比較が行われている。 その結果簡略手続
の必要 日数が,平 均で3ヶ 月以内の都市 は1つ しかないし,半 数以上の手続が2ヵ 月以内に行
われている都市 も2つ しかないことが指摘されている。 また事務手続 の内容が,ど の都市 も全
く同 じであるにもかかわらず,あ る都市では平均で300日 以上の日数を要 し,別 の都市では90日
以内で済むことが示されている。さらにある都市では半数以上の手続が180日 もかかるのに,別
の都市では55日 で済むことも示 されている。建築認可手続の遅れの原因は,必 要な監視 ・監督
機構 と効率的な事務組織の欠如 にあるとされている。 この分析には,経 済性や効率性 を単なる
金額的節約可能性の基準だけで とらえてはいない柔軟性が見 られる。同様な分析 は,⑳ の建設
㈱
局 の監査でも行われている。 また⑧の清掃業務の監査については,民 間の清掃会社 と比較 して
勤務者の給与水準 ・疾病率 ・休暇制度がかな り高い水準 にあり,清 掃業務のコス ト・パーフォ
ーマンスを大 きく阻害 していると指摘されている。 この分析には,民 間企業 との待遇問題 を含
めた相互比較が行われてお り大変興味深い。
㎝
⑰ の 消 防 車 と 消 火 機 材 に つ い て の 監 査 は,ヘ ッ セ ン 州 に お け る 経 済 性 監 査 ・適 正 性 監 査 を 旨
と す る 相 互 比 較 監 査 の 特 徴 が よ く表 れ て い る 。 こ の 監 査 テ ー マ に は,ヘ ッ セ ン 州 の 消 防 車 や 消
火 機 材 の 配 置 状 況 を把 握 す る と い う 意 図 が あ っ た が,426市 ・町 ・村 の 全 て の 監 査 を 行 う こ と は
不 可 能 で あ る 。 そ の た め 最 低 各 郡 に 一 つ の 地 方 自治 体 を 任 意 に 選 択 し,そ の 状 況 を 監 査 す る こ
と で,ヘ ッ セ ン 州 の 概 要 を 把 握 す る に 充 分 と判 断 し た 。 そ れ は,監 査 コ ス トの 最 小 化 と 迅 速 な

















神 とも一致 した もの と考 えることがで きる。
.監査の結果 は次のようなものであった。 まず監査をした110の 消防署の うち46は 不必要であ
り,消 防自動車の数 も,法 的義務 を充分果たすことができる水準 よりも,平 均 して49%過 剰で
あるとされた。過剰消防自動車の内訳は,消 火自動:車が21%,消 防士輸送車が13%,そ の他の
自動車15%と なっている。逆に現在配置されている消防自動車 を前提 とすると,110の 消防署の
うち40は,配 属されている消防士の数が不足 しているとしている。また監査された110の 消防署
のうち21,す なわち5つ に1つ は,所 管内で法律で定められた時間内に消火活動に入れない恐
れがあるとされた。 さらに消防車や消火機材の保管場所が自治体にとって大 きな負担になって
いるとし,特 に消防車の駐車場のうち33.9%は 不必要なものであるとしている。.この監査で指
摘 された将来的な節約可能性 は1,060万 ドイツマルク,一 自治体 あた り7,900ド イツマルクから
100万 ドイツマルクであるとされている。ζれ以外にも消防署が,所 管内の放射線物質や危険化
学物質の保管場所およびその規模について,完 全 に把握する必要性があるという勧告 も行なわ
れている。
これら実際に行われた監査 を総括すると,節 約可能性の明示を目的 とす る経済性 ・効率性監
査を中心 としていることが顕著であ り,監 査 とい うよりは,助 言勧告を主な役割 とした経営コ
ンサルティング活動 という側面が強いことが指摘で きるであろう。
V皿 むすび
最後 にドイツのヘ ッセン州における広域地域監査を参考にしながら,日 本 における公認会計
士 ・弁護士 ・税理士などによる地方自治体の外部監査 について触れてみたい。ヘ ッセン州の広
域地域監査は,外 部への委託監査の形 をとるため,新 たに導入 される地方 自治体の外部監査 と
の類似点が見出されるからである。
まず第一に監査の目的についてであるが,日 本における地方自治体監査の外部監査ではその
点がはっきりしない。地方自治体における空出張 ・空雇用から収賄 ・汚職 に到 る自治体職員の




い。 しか しこのような経緯 ま,ド イツのヘッセン州 における広域地域箪査 の導入 にも同様に見
られ る現象である。それにもかかわ らず,ヘ ッセン州では監査の目的 を地方自治体 における公
務員の不正の防止 ・摘発 とはせずに,自 治体業務の経済性 ・効率性の促進 としたのである。
第二に監査の対象 については一定の目安 は示されているが,何 をもって充分な監査 とすべき
かとい う具体的な範囲については基準がまった く示されていない。監査の範囲と内容に関して
は,委 託 された外部監査人に全て任されるという状況である。個人の監査人ができる監査の範
囲は限 られてお り,そ の内容について何の指針 もなく五里霧中 というのでは逆 に税金の無駄遣
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いにな りかねない。ヘ ッセン州の広域地域監査では,法 律で監査 の対象 と監査の時間的間隔が




これは,監 査の範囲や効率性 を著 しく狭められることになりかねない。一方ヘッセン州の広域
地域監査では,監 査の委託者は個人の場合 もあるが,む しろ日本 の監査法人に当たる経済監査
士会社 に受託される場合が多い。州会計検査院 も組織 による組織監査を重視する傾向にある。
また外部委託にあたって,監 査テーマ ごとに委託者の公募入札 を行っている0こ れは,自 由競
争 とい う経済原理の導入につなが り,コ ス ト的にも内容的にももっとも魅力的な提示 を行 った
者が落札するとい う大 きなメリットが生 じる。
ところが日本では,監 査委託者の任期 は1年 で4回 まで更新可能 となっているが,ほ とんど
の場合一旦契約 を結ぶ とその まま自動的に更新 され るであろう。 このため委託者 は,実 質4年
という長期契約 を結ぶ ことと同様 になる。長期契約の弊害は,契 約維持が保証 されることか ら
生 じる怠慢 と油断である。 また監査報酬に関 しても,一 定のガイ ドラインが示 されるか,カ ル
テル価格のような当事者間の暗黙の協調が生 じる可能性が高い。 この場合財務諸表監査的なも
のが,地 方自治体監査の外部監査 における主流になるとす ると,監 査の習熟度が高いと考えら
れ る公認会計士は,税 理士などに対 してコス トの点で有利になる。そのため会計士は,本 来の
高い独立性 を維持 した監査 を行 うことを怠 り,妥 協的な水準の監査 を行っても誰 にも気付かれ
ない可能性が高い。 このことは,当 然監査の保証能力への強い疑問とい う形で納税者の中に表
れることであろう。
最後 に日本 における地方自治体 の委託監査を外部監査 と位置づけるとす ると,監 査結果の報
告書の内容 ・様式が非常に重要になる。 ところが監査報告書については,何 の規定 もなく雛形
も何 も示されていない。ヘ ッセン州の監査では監査人が最終報告書の概要 を州会計検査院に提
出する前に,監 査対象の自治体の異議申立てが行われる。 そしてさらに監査人を含めた当事者
間で州会計検査院 による調停 と監査結果の再評価が行われる。最終報告書 は,こ のような手続
を踏 まえた上で会計検査院によって作成されることになる。最後に最終報告書をもとに全般的
要約報告書が作成 され,州 議会 に提出され公開される。ただし最終報告書 も全般的要約報告書
も,ヘ ッセン州の広域地域監査 の特色か ら長文式でグラフ ・図表 ・指標分析 を含めた多彩なも
の となってお り,必 ずしも一定の雛形があるわけではない。
以上述べた ことから,日 本 における地方 自治体監査の委託監査が軌道に乗 り評価 されるため
には,監 査 目的の明確化 ・監査範囲と内容の具体的明示 ・監査人の選任条件の整備 ・監査報告
書の例示が不可欠であることが分かる。特にここで重要な点は,監 査目的を不正の摘発を含め
た財務監査的なものとするか,経 営効率化 を旨とす る経営監査的な ものとするかであろう。 も
し後者の道 をとるとするなら,ド イツのヘッセン州における試みは参考 とする点が大きいであ
(211)ド イツのヘッセン州における地方自治体の外部委託監査211
ろう。いつれに しても我々 としては,こ のような新制度により任命 された監査人が,納 税者の
権利 を守る最前線に立 っているか否かを注意深 く見守 る必要があろう。
(ヘッセン会計検査院広域地域監査運営部長B.Hilpert氏 か ら,貴 重な資料の提供 と助言を受
けた。ここに感謝の意 を述べ させていただ く。)
